


第4章 食品機動監視班(食 品指導センター)に よる監視事業

第5節 先行調査

第1調 査 目的

先行調査は、内分泌かく乱化学物質など都民の関心が高い問題や、食生活の多様化などによ り新たに発生した食品衛

生上の問題などについて、先行的に実態を調査 し、安全性の確認や新たな基準設定のための資料を蓄積するなどを目的

に、毎年計画的に実施 している事業である。

第2調 査事項

平成14年 度は、次の10テ ーマについて実施 した。

1ハ ーブを主原料とする輸入健康食品の流通及び衛生学的実態調査

2新 たに二類感染症に指定された食中毒菌等の汚染実態調査

3鶏 肉の生産から流通におけるカンピロバクター汚染実態と経路の調査

4既 存添加物等における有害物質の含有量実態調査

5食 品への放射線照射の探知調査

6容 器包装か ら菓子等に移行するノニル フェノールの実態調査について

7生 食用食品における寄生虫実態調査

8食 品中の微量有害化学物質に関する調査

9加 工食品のリステリア菌汚染に関する衛生学的実態調査

10通 信販売食品の衛生学的実態調査

第3調 査期間

平成14年4月 から平成15年3月 まで

第4調 査内容及び結果

288頁 から330頁 のとお り
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第4章 食品機動監視班(食 品指導センター)に よる監視事業

1ハ ーブを主原料とする輸入健康食品の流通及び衛生学的実態調査

(1)は じめに

近年、我が国でもハーブの人気が高まってお り、実

に多 くの商品が流通、販売されている。欧米ではハー

ブを疾病予防、治療に使用するなど医薬品として用い

られている例もあり、それらを前提とした法制化が進

んでいると聞く。その一方で、食伝説、文献等を根拠

に有用性及び安全性をうたっているもの、アレルギー

等の健康被害が報告されているものもある。

食経験の少ない植物に含まれる物質を明らかにし、

過剰摂取、誤用等の健康危害を未然に防止するため、

最近注 目されているハーブについて、食品衛生上の危

害を検証 し、流通実態調査を行うとともに、消費者及

び営業者へのアンケー ト調査により、消費者ニーズ及

び業界動向の把握に努めた。

(2)調 査方法

ア 調査期間 平成14年4月 から平成15年3月 まで

イ 実施方法

(ア)検査対象品目 第1表 に示した。

第1表 検査対象品目一覧

(イ)検 査機 関及び検査項 目 都 立衛生研 究所

細 菌数、大腸菌群、大腸菌 、黄色ブ ドウ球菌 、

サ ルモネ ラ、セレウス菌 、ウェル シュ菌、 クロス

トリジウム属菌、ボツ リヌス菌菌、好気 性芽胞菌 、

真菌 、保存料、二酸化 硫黄 、ヒ素、重金属 、臭素 、

カ ビ毒 、異物、ギンコー ル酸、残留農薬等

(ウ)ア ンケー ト調査

消費者 を対 象に、利用頻 度、選択基準 、イ メー ジ

等 につ いて、営業者に対 し、取扱経歴、安全 確認の

有無 、販売状況等 について実施

(3)調 査 結果及び考察

ア 細菌 ・真菌検査結果

ハー ブ原体及びテ ィー(32検 体)で は、一般細菌 は約

7割(23検 体)が104<～ ≦107/gの 範 囲で あ り、大腸菌

群 は18検 体(56.3%)が 陽性 、大腸菌陽性 は2検 体で あ

った。一方 、芽 胞菌 につ いて は、約8割(26検 体)が

好気性芽胞菌103<～ ≦106/gの 範 囲 にあ り、25検 体

がセ レウス菌陽性で あったが、 クロス トリジウム属菌

は≦103/gレ ベ ルで あった。ハーブの水分、温度管理

が細菌増殖の重要な制御要因 とな る。

中国産イチ ョウ葉1検 体か らボ ツリヌスE型 菌 を、

また、ポー ラン ド原産ネ トル浸出液1検 体か らボツ リ

ヌスB型 菌を検 出 した。栽培環境、汚染実態等 を把握

し、増殖要因の排除 を呼びか けて いく必要がある。

エ キ ナ セ ア 、 カ モ マ イ ル か ら はAspergillus

 flavusア フ ラ トキ シン産生株が検出 されたが、アフ ラ

トキ シンは検 出されず衛生管理が適切であれば問題 は

な いもの と考 える。

イ 理化学検査 結果

(ア)臭 素:検 出率は、31/35(88.6%)、 検 出範囲は

tr～450ppmで あ った。特 に検 出値の高かったもの

は、エジプ ト原 産カモマイル450ppm、 ス ペイン原

産 カモマイル160ppm、 ブル ガ リア原産 ペパー ミ ン

ト309ppmで あ った。原因調査の結果、(1)生産 国 の

倉庫 内での臭化 メチルによる曝露、(2)輸出 時のコンテ

ナ くん蒸等 の可 能性 が推察 され た。

(イ)フ ェオフォル バイ ド:検 出率は 総 フェオフォ

ルバイ ド7/35(20.0%)、 既 存 フェオフォルバイ

ド4/35(11.4%)で あ った。ペパー ミン トのみ4検

体すべてか ら総 フェオフォルバイ ドを、3検 体か

ら既存 フェオ フォルバイ ドを検出 した。検出値は

いずれ も50mg%以 下 であ った。 クロレラ加工品 に

つ いて は既 存 フェオ フォル バイ ド量が100mg%を

こえ、又は総 フェオ フォルバイ ド量が160mg%を 超

えるもので あってはな らない とされてお り、問題

がない レベル である と考 え られた。

(ウ)α-ト コフェロール;検 出率は、30/35(85.7%)、

288



第4章 食品機動監視班(食 品指導セ ンター)に よる監視事業

検出範 囲は、0.01～0.78g/kg、 平 均:0.14g/kgで

あ った。 α体 の検 出値が高かったのはチ ャボ トケ

イ ソウエ キス(0.78g/kg)及 びイチ ョウ葉(平 均:

0.52g/kg)で あ った。

(エ)異 物:13/25(52.0%)に 異物 を認 めた。石様 、

虫様 、鳥の羽様、繊維 様及び毛様等 の異物が認 め

られ た。異物除去工程 を経 た検体 にも高率 に異物

が認め られた。乾燥や 保管 の方法、取扱 環境 の改

善が必要である。

(オ)ギ ンコール酸:イ チ ョウ葉3検 体す べてか ら

検 出、検 出範囲は、12,000～15,000μg/gで あ っ

た。 イチ ョウ葉エキスか らは検出 されな かった。

これ は製 造過程で除去 された もの と思わ れる。 ド

イ ツでは医薬品規格 と して5ppm以 下 、一 日摂取量

目安 を0.6μg以 下 と設定 してお り、今 回の検 出値

はこの設 定値 を大 きく上 回っていた。磨砕 したイ

チ ョウ葉 を摂取 した場合 は高濃度のギ ンコール酸

を摂取す る ことにな り、注意が必要で あ り、今後

も、イチ ョウ葉加工品 の浸出試験 等 を実施 し、安

全性 を評価す る必要が ある。

(カ)ヒ 素及 び重金属類:銅 及び亜鉛 は35検 体 すべ

てか ら検 出された。検 出範囲は、銅0.6～18μg/g

亜 鉛4～63μg/gで あ った。鉛 は10検 体(28.6%)、

ク ロムは8検 体(22.9%)か ら検 出された。検 出

範 囲は、鉛1～4μg/g、 ク ロム1～2μg/gで あ っ

た。カ ドミウム、ヒ素を検 出 した検体 はなかった。

(キ)GABA(γ-ア ミノ酪酸):35検 体す べてか ら検 出、

検 出範 囲は、9.9～4,900μg/gで あ った。

(ク)安 息 香酸:検 出率は、15/35(42.9%)、 検 出範

囲は、0.01～0.36g/kg、 平 均:0.09g/kgで あ った。

ハー ブ原体8種 のうち3種(カ モマイル、セ ン ト

ジ ョンズ ワー ト及びペパー ミン ト)か ら検 出 して

お り、 これ らのハーブ原体 が もともと高濃度 の安

息 香酸 を含有 している と考 え られ る。 また、ハー

ブ原体 に比べ、ハーブエキスは検 出率及 び検出値

(最大 及び平均)が 高 く、ハーブエキ スでは安息

香酸が 濃縮 されたものと考 え られた。

(ケ)そ の他:ソ ル ビン酸、サ リチル酸 、デ ヒ ドロ酢

酸 、パ ラオハ シ安息香酸 エステル類 、二酸化硫黄 、

エ トキ シカ ン、カビ毒(ア フラ トキシ ンB1、B2、

G1、G2)、 カ テキ ン類、メチルキサンチ ン類 を検 出

した検体 はなかった。

(コ)農 薬:ハ ープ原体 及びハーブエキス35品 目中

7品 目(20%)か ら5農 薬 を検 出した。ポー ラン

ド原産 セ ン トジョンズ ワー トか らクロル ピリオ ス

0.02ppm、 ハ ンガリー原産ペパー ミン トか らクロル

ピリボス0.71ppm、 ジ メ トエー ト0.24ppm、 ブ ル ガ

リア原産 ペパー ミン トか らジメ トエー ト0.27ppm、

ピ リミカーブ を0.67ppm、 ブルガ リア産 ペパ ー ミ

ン トか らクロル ピリホス0.40ppmを 検 出 した。チ

リ産 ロー ズ ヒップか らジ クロルボス0.01ppm、 エ

ジ プ ト産 カ モ マ イ ル2検 体 か らマ ラ チ オ ン

0.14ppm、0.21ppmを 検 出 した。ブルガ リア産 ペパ

ー ミン トか ら検 出 した ピリミカーブが
、ホ ップの

残留農薬基 準値0.50ppmを や や上回って いる もの

の健康影 響は極 めて少 ない レベルといえ る。

ウ 消費者 アンケー ト調査

(ア)調 査対象:来 庁者(以 下 「一般的集団」)310名 、

ハーブ店頭 回答者(以 下 「店頭 回答者」)150名 及

びハーブ 団体会員(以 下 「団体会員」)50名 を対 象

に調査 を実施 した。(回 収 率99.2%、 有 効 回答 率

98.6%)

(イ)利 用 状況及 び選択基 準:約 半数がハー ブ食品

を利用 してお り、その また約半数が週 に1、2度 以

上利用 していた。一般的集 団で はティーバ ッグ、

お菓子等 の利用形態が最 も多 く同じ割合で あるの

に対 し、店 頭回答者 はティーバ ッグ等の利用が 最 も多

か った。ハ ーブ食品を選 択する基準は、一般 的集

団では フ レーバ ーが重視 されているの に対 し、店

頭 回答者で は、体へ の影 響を重視 して いた。

(ウ)イ メー ジ及 び情報源:ハ ー ブ食品 に対す るプ

ラスイ メー ジとして、利用者 、非利用者と もにリ

ラ ックス効 果が最 も顕著 で あった。マイナ スイ メ

ー ジで は
、店頭回答者及 び団体会員で 、か つ、高

頻度の利用 者集 団が残 留農薬や微生物汚染 、ウ ソ

の表示 を挙 げているが 、調査対象者全体で はマイ

ナスイ メー ジを持つ 人は少なかった。

情報源 は、テ レビ、ラジオ、書籍、雑誌 等が多

かった。一方 、情報 を提供す る営業者が、媒体 と

して最 も多 く利用 して いたイ ンターネ ッ トを情報
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源 にして いる消費者は低率で あった。

エ 営業者 アンケー ト調査

(ア)調 査対 象:全 国の健康食 品関連営業 者等117

社 の うち65社 か ら回答 があ った(回 収率 、有効 回

答率 とも55.6%)。 ハ ーブ食 品を取 り扱 って いる営

業者は65社 中55社(84.6%)あ り、都内 の営 業者

は39社(70.9%)で あ った。

(イ)業 種及 び取扱品 目:業 種 は輸入業 が最 も多 く、

その うち8割 以上が原料ハー ブを輸入 して いた。

16社(29.0%)が 委託加工 を してお り、小売 業に

お いて は、インターネ ッ ト、テ レビ等 による通 信

販売が最 も多か った。

取扱品 目は、ブルーベ リー(32)、 イ チ ョウ葉(ギ

ンコウ)(31)、 カモマイル(24)、 ウ コ ン(22)、 ワイ

ル ドス トロベ リー(21)、 エ キナセア(20)、 カ ンゾ

ウ(20)、 セ ン トジョンズ ワー ト(20)の 順 で多か っ

た。

(ウ)自 主検 査及び表示:製 造 ロ ッ トごとが28社

(50.9%)と 最 も多 く、次 いで輸 入 ロッ トごとが9

社(16.4%)で あ った。一方 、定期 的に自主検査 を実

施 して いないのは14社(25.5%)あ り、今後 、 自主

的な安全性確認 を促 して い く必 要が ある。表 示 を

作成す る上での注意点で は、薬事法 、栄養 成分表

示 の遵守 が多 く挙げ られた 一方で、原産 国、注意

喚起表示 は上位 に挙げられ ていなかった。

(エ)消 費者対 応・情報提供:消 費者か らの問い合わ

せ は表示 の内容 に関す るものが多 く、また2割 強

の営業者 が健康被害に関す る苦情を受けていた。

問 い合 わせ への対応として保 健所を含 めた行政機

関 に連絡 したのは1割 未満 であった。消費者 に対

す る情報 提供は6割 以上の営業者が行 って いたが、

そ の内容 については利用方 法が最 も多 く、注意喚

起 は最 も少なかった。媒体 としてはイ ンターネ ッ

ト、 リー フレットが大 半を占めた。

(オ)消 費 傾向:営 業者が感 じる最近の消 費者の 消

費傾 向 としては、「安全性 を気 にしてい る」、「リラ

ックス効果 を期待 している」 といった回答が多か

った。 これは消費者側 の 「リラックス効 果」イ メ

ー ジと一致 していた
。

(4)ま とめ

最近注 目されているセン トジョンズワー ト、エキナ

セアなどの輸入ハーブについて流通及び衛生学的実態

調査を行った。その結果、芽胞菌をはじめ、食中毒起

因菌等による汚染実態、臭素、農薬の残留実態、重金

属等の含有量を把握することができた。ハーブは医薬

品成分や未知の物質を含有するものも多 く、また、通

信販売やインターネット等による個人輸入も容易なこ

とか ら、消費者に正確な情報を提供 していくため、引

き続き調査を行っていく必要がある。
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2新 たに二類感染症に指定された食中毒菌等の汚染実態調査

(1)は じめに

従来、海外渡航者において問題とされていた二類感

染症が、近年、渡航暦のない者においても散見される

ようになってきている。平成11年 、食品衛生法が改正

され、コレラ菌、チフス菌、パラチフスA菌 、赤痢菌

が食中毒起因菌(感染症新法における二類感染症)と さ

れた ことを受け、平成13年 度及び平成14年 度におい

て、輸入魚介類を中心に二類感染症起因菌の汚染実態

調査を行った結果を報告する。

(2)調 査方法

ア 調査期間

平成13年4月 から平成15年3月 末まで

イ 実施方法

(ア)汚染実態調査

多摩地区の地方卸売市場内及び都内販売店から、

輸入食品等330品 目を購入 し、検体とした(表1)。

(イ)接種及び生残確認試験

都内販売店から購入 した生食用カキに赤痢菌を

接種 した後、加熱処理又は市販ポン酢による処理

による赤痢菌の生残状況を調査した。

ウ 検査方法

(ア)汚染実態調査

都立衛生研究所細菌第一研究科SOPに 準拠し

た。

(イ)接種及び生残確認試験

使用細菌:Shigella Sonnei(01-61 02-304)

(1)加 熱によるS.Sの 消長

i)リ ン酸緩衝生理食塩水で希釈 した菌液を

マイクロチューブに入れ、ヒー トブロック

による6段 階の温度条件(50～75℃ ・5℃ず

つ条件を変更)で 、経時的に生残菌数を測

定した(表5)。

ii)生 食用生カキ(n=3)の 中心部へ注射針

で菌液を接種し、沸騰水(約98℃)浴 中に

入れ、経時的に生残菌数を測定するととも

に、増菌培養法で生残菌の有無を確認した

(表6)。

iii)沸 騰水中に重量の異なる生カキ(個体重

量:16.1g・22.4g・22.8g・27.4g同 一パ

ック詰)を 入れ、中心温度の変化を測定し

た(図1)。

(2)市 販ポン酢(2銘 柄)中 での菌の消長

菌液と市販のポン酢を、菌液:ポ ン酢=1:9

の割合で混和 し、経時的に生残菌数を測定 した

(表7)。

エ 検査機関

都立衛生研究所細菌第一研究科腸内細菌研究室

(3)結 果

ア 汚染実態調査

二類感染症起因菌はすべての検体から検出されな

かった。

ビブリオ属は魚介類について検査した。総検体数

は212検 体で、腸炎ビブリオは57検 体(加 工用50

検体 ・生食用7検 体)か ら検出された。NAGビ ブリ

オは19検 体(す べて加工用)か ら検出されたが、す

べてコレラ様毒素産生能は陰性であった。その他 ビ

ブリオは総検体数202検 体中9検 体(加工用6検 体・

生食用3検 体)か ら検出された。各ビブリオ属間の

検出状況に特に相関は見 られなかった。

カンピロバクター属は食肉類19検 体について検

査を行ったが、全く検出されなかった。

サルモネラ属は330検 体すべてについて検査 し、

魚介類4検 体(加 工用)及 び食肉類7検 体から検出

された。魚介類では、複数ロットのベ トナム産エビ

か ら、血清型03,10群 のS.Weltevredenが 検出され

た。

大腸菌は140検 体について検査を行い、9検 体か

ら検出された(表2)。

大腸菌群は、魚介類 ・食肉類について検査を行 っ

たところ、生食用魚介類3検 体から検出されたが概

ね陰性であった。野菜 ・果実については最高106オ

ーダーの菌数を検出した。また、検出状況を見てみ

ると、凍結及び冷凍食品では低い値が多く、芽物野

菜では高い値が検出された(表3)。

魚介類について、原産国の地域別に食中毒起因菌

の検出状況を比較 した。東アジアと東南アジアにお
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ける腸炎 ビブ リオの検 出率 に大 きな差 はな かった。

血清型 を見 ると、東 アジアで は03型 、東 南ア ジアで

は01型 が多 く検 出された が、世界的に食 中毒 原因菌

として 問題視 されている03:K6、04:K8、04:K68は 検

出 され なか った(表4)。

イ 接種及 び生残確認試験

(ア)加 熱 による消長

i)リ ン酸緩衝液で希釈 した菌液(表5)

S.S2菌 株 とも、50℃ の温湯中で は10分 間の

加熱 中ほとん ど菌数 の減少 は見 られず 、105オーダ

ーの菌数が残存し、加熱 による効果 は全 く見 られ

なかった。55℃ では3分 間まで順次減少 し、5

分後 には検出 され なか った。60度 以 上の温湯 中

では1分 間の加熱後で検 出されなか った。

ii)生 食 用カキ中に注 入 した菌液(表6)

カ キ の個体差を考 慮 してn=3で 実 施 した。菌

液は104/gに な るよ う生カキの中心 部に接種 し

た。加熱1分 後までは 生残菌数に変化 は見 られ

ず、増菌培養でも3個 すべて+++と な った。2分

後以降では、すべての検体で生残菌 数が陰性 と

なったが、2分 後 の1検 体 のみ(生 残菌数 は陰

性だったが)、 増菌培養 で+++を 示 した。

iii)沸 騰 水 中に入れ たカキの重量別 中心 温度

カキの重量は、最軽量 の個体が16.1g、 最 重

量の個体 が27.4gで あ り、その差は11.3gで あ

った。 どの個体で も右上が りの緩や かなカー ブ

を描 いて中心温度 が上昇 し、最終 的に90℃ 以上

に達 した。

しか し、同時に加熱 して も、16.1gの 個 体 の

2分 後 の中心温度が73.4℃ まで上昇 して いる一

方 、27.4gの 固体で は58.3℃ まで しか到達 して

いない。時間と共 にそ の温度差は小 さくなるが、

最大 で16.9℃(1分30秒 時 点)の 温度差 が存在 し

た。

(イ)市 販 ポン酢 中の消長(表7)

ポ ン酢A及 びポン酢BのpHは そ れぞれ3.8と

4.0で あ った。試料 中には菌数が106個/mlに な る

よ う接種 した。ポ ン酢Aで は、作用時間10分 後で

104オ ー ダー の菌数 まで減少 し、その後 も順 次減少

を続 け、180分 後 には全 く検出されなか った。ポ

ン酢Bで は、30分後まで全く変化が見られず、180

分後でも103オ ーダーの菌数が残存 していた。

(4)考 察

ア 汚染実態調査

二類感染症のいずれにおいても発生が多く見られ

るアジア産の輸入食品を主体 として検査したが、い

ずれの菌種も全く検出されなかった。しかし、韓国

産カキによる赤痢が発生していること、国産のスッ

ポンからコレラ様毒素産生性NAGビ ブリオを検出 し

ていることなどから、輸入食材等の汚染率は必ずし

も高くないものの、二類感染症起因菌による食材の

汚染実態があることは否定しきれない。

ビブリオ属を検出した魚介類の57検 体中、生食用

としては4検 体から検出されたが、この検出率は都

のH13年 度夏季対策事業結果(す し種 ・刺身)の 腸

炎ビブリオ検出率と大きな差はない(1.9%・1.7%)。

ただし、今回0抗 原型に地域性が見 られたことにつ

いては、更に検証を続けていく必要がある。

従来コレラは、「コレラ毒素を産生する01型 コレ

ラ菌による感染」とされていた。しかし、1992年 に

インド・バングラデシュでコレラ様毒素を産生する

NAGビ ブリオ(0139型)に よる集団下痢症が発生し

たことを受け、我が国では、0139型 でコレラ毒素産

生(+)のNAGビ ブリオによる下痢症も二類感染症の

コレラと分類されている。本調査ではコレラ毒素

(+)NAGビ ブリオは検出されなかったが、NAGビ ブ リ

オは我が国でも頻繁に検出される菌であ り、今後注

意が必要と思われる。

サルモネラ属は、検出した11検 体中7検 体が食肉

であった。7検 体は、すべて焼き鳥の串刺しやハン

バーグパテなど、現地で加工された食肉であり、輸

入の加工食肉に関しては、サルモネラによる汚染が

内部にまで及んでいる可能性があることを念頭にお

いて調理すべきことが再確認された。

大腸菌群は従来から言われているとおり、芽物野

菜で高い値を示すものが多かった。芽物野菜は生で

喫食するものが多いため、流通 ・販売時における温

度管理を適切に行 うことの重要性が示唆された。

イ 接種及び生残確認試験

(ア)加熱によるS.Sの 消長
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表5に 示すとお り、赤痢菌の死滅温度は60℃1

分 と同等の温度条件であり、病原性大腸菌0157

(死滅温度75℃1分 間)よ りも熱に弱い細菌であ

ることが確認された。このことか ら、0157を 予防

するための過熱調理条件で十分に赤痢菌の予防を

図ることができると考え られた。

表6の 実験においては、2分 後にも赤痢菌の生

残菌を検出した。図1か ら、22.8gと27.4gの 個

体それぞれの2分 後の中心温度を見ると、61.2℃

と58.3℃ で あり、赤痢菌の生存が確 認された

24.4gの 固体においても、中心部においては死滅

温度の条件に達していなかったものと推定 される。

このように、生カキの中心温度が赤痢菌あるいは

病原性大腸菌0157を 死滅するに充分な温度条件

に達するまでの時間は、カキ個体の重量により大

きく左右されることが確認された。

当実験はカキの一般的な喫食方法の一つである

「なべ」を想定して行ったが、湯にくぐらせる程

度のいわゆる 「しゃぶ しゃぶ」のような調理法に

よって喫食する場合は、生食用のカキを使用すべ

きと考える。

(イ)市販ポン酢中の消長

表7に 示すように、赤痢菌の耐酸性はかなり強

いと思われる。また、生カキの内部に細菌が侵入

している場合、この実験結果よりも生残菌数が高

くなると思われることか ら、食酢による赤痢菌の

速やかな消失は期待できない。

なおこの結果は、2002年Journal of Applied

 Microblologyに 、pH5.0-3.25に 調整したBHIに よ

るin vitroの 赤痢菌生残試験の結果に酷似し、赤

痢菌そのものに対するpHの 作用(in vitro)と 大

差がないと判断される。

(5)ま とめ

平成13年 度から2年 間にわた り、二類感染症起因菌

を中心に汚染実態調査を行ったが、これらの菌はまっ

たく検出されなかった。 しかし、この間我が国では、

韓国産生カキによる赤痢の発生や、スッポンか らコレ

ラ毒素産生性NAGビ ブリオが検出されたことなどの事

件が散発的に見 られている。また、一般的に二類感染

症 は、衛生状態の悪 い国 にお いて旅行者が感染す る輸

入感染 症 と言われてきたが、渡航暦のな い患者が発 生

して いる ことや、国産の魚介類か らコ レラ様毒素産生

性NAGビ ブ リオを検 出 した ことな どか ら、二類感染症

起 因菌が国 内に常在 している可能性 も示唆 されている。

本調査 の結果か ら、今後直 ちに我が 国にお いて食中

毒 と判断 され る二類感染症が増大す るとは考 えに くい

が、二類感染症起因菌の 中で も、特 に国内でた びた び

検 出される赤痢菌、 コレラ菌 につ いては、国産及び輸

入食 品のモニタ リングを継続 する必要性がある と思わ

れ る。

<参 考資料>

1) Acid tolerance of Shigella sonnei and Shigella

 flexneri; Journal of Applied Microbiology

 2002, 93, 479-486

2) Shigella Micro-organisms in Food (ICMSF)

3) Survival of Enteric Pathogens in Common

 Beverages: An in Vitro Study; THE AMERICAN

 JOUNAL OF GASTROENTEROLOGY Vol.83, No.6, 1998

4) 感 染 症 の話NAGビ ブ リオ感染症; IDWR2001年

第12週: 通 巻 第3巻 第12号

5) 東 京 都 にお いて最近5年 間 (1993-1997年) ヒ ト

か ら分離 されたサルモネラの血清型 (第19巻 、5号);

 東 京 都立衛生研 究所

6) 東 京 都において分離 された赤痢菌及 びサ ルモネ ラ

の薬剤感 受性 につ いて (1998年)(第20巻 、4号);

 東 京 都立衛生研究所

7) 山 羊 肉を原因 としたSalmonella Weltevredenに よ

る食 中毒事例 と県内外の発生状況-沖 縄 県; IASR

 Vol.21 p164-164 沖 縄 県衛 生環境研究所

8) 都 内 における下痢 由来腸炎 ビブ リオ血清 型03:K6

の 出現推移; IASR Vol.20 No.7 July 1999 東 京
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表1検 体内訳及び検査項目 表2食 中毒起因菌検出状況

*1横 体の都合 で10検 体について未実施

*2検 体数は次の通 り(魚介類;107野 菜 ・果実類;27食 肉類;6)

表3大 腸菌群検出状況 表4魚 介類の原産地域別食中毒起因菌検出状況

東 アヅ ア;中 国 ・韓 国 ・北 朝 鮮 ・台 湾 ・日本

東 南 アジア;タイ・インドネシア・フィリピン・ベトナム・マレーシア・シンガポール ・ミャン

西 アジ ア;イ ンド・パ キスタン

南 米;ス リナム・チリ・メキシコ・アルゼ ンチン・エクアドル・コロンビア・ニカラグア

そ の 他;フ ランス・ロシア・アメリカ・ニューカレドニア・マダガスカル・不 明

*1検 体総 数 に つい て、そ の他 のビブリオは202検 体 、大 腸 菌 は107検 体 であ る

表5加 熱温度 ・時間による赤痢菌の消長(リン酸緩衝生理食塩水中) 表6生 カキ中の赤痢菌の加熱 による消長

表7市 販ポン酢中の赤痢菌の消長

図1沸 騰水中に入れた生カキの重量別中心温度変化
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3鶏 肉の生産から流通におけるカンピロバ クター汚染実態と経路の調査

(1)目 的

近年 、全 国規模でカ ン ピロバ クターに よる食中毒が

増加 してお り、平成12年 、全国の発生件数 は2位(469

件)、 都内で も平成14年 には発 生件数2位(25件)と

なった。本菌 による食 中毒 は原 因食品と して汚染 鶏肉

の関与が疑われている事例が多 い。また 、食 中毒症状

の重 症化 や患者糞便か らの分離菌にキ ノ ロン系薬剤耐

性 の増加 が見 られ 、さ らには、「ギ ランバ レー症候群

(GBS)」 との関連性 も強 く疑われて いる。

現在 、国内では家畜 糞便、患者糞便か らの薬剤耐性

菌 のモニタ リング調査 は行 われているが 、市販鶏 肉を

対象 と した調査 はほとん ど行われて いな い。そ こで、

スーパー等 に流通す る鶏 肉 について、薬剤耐 性を含め

た本菌 の汚染実態 とそ の経 路等 について調査 し、健康

被害 の減少対策 につな げる ことを目的 とした 。

(2)調 査 内容

ア 調査期間:平 成14年4月 か ら平成15年3月 まで

イ 対象品 目:市 販流通鶏 肉

毎月、都内スーパー5系 列(都 内店 舗数合計163

店 舗)の 各1店 舗を対象 に、処理場 にてパ ックされ

た未開封鶏肉を計210検 体(も も31検 体 、むね48

検 体 、手羽元4検 体、ささみ27検 体 、輸入冷凍 もも

4検 体 、肝48検 体 、砂肝48検 体)買 上 げ検 査 した。

ウ 検査機 関

都立衛 生研究所 細菌第一研究科 腸 内細菌研究室

エ 検査 内容

(ア)各 種細菌試験

C.jejuni、C.coli、 サ ルモネラ、大腸菌 、

大腸菌群、細 菌数

(イ)分 離株血清型試験(Penner19)

(ウ)薬 剤耐性試験 ※

※検 査対 象薬剤(が 、キ ノ ロン剤)

(1)NA:ナ リジクス酸

(2)NFLX:ノ ル フ ロキサ シン

(3)OFLX:オ ル フロキサ シン、

(4)CPFX:シ プ ロフロキサ シン

(5)TC:テ トラサイ クリン、(6)EM:エ リス ロマイ シン

(エ)カ ン ピロバ クター 制御 試験(凍 結保存 試験)

Campylobacter属 菌 陰性確認済みのむね 肉、 も

も肉、ささみにC.jejuniを105cfu/g接 種 し、-20℃

にて凍結 し1日 後、3日 後 、7日 後、14日 後 に取

り出 し、室温解凍後菌数 を測定 した。

(3)結 果 及び考察

ア 各種細 菌検 出状況及び分離株 血清型試験結果

カン ピロバ クター ・ジェジュニ(C.jejuni)の 検 出

率 は70%で あ った。部位別で はササ ミ、もも肉、むね 肉

では48～74%で あ った。内臓では肝で83%、 砂肝 で85%

と正 肉 に比 べ高 い検出率 を示 した。カ ンピロバ クタ

ー ・コリ(C.coli)の 検 出率は10%で あ った
。サル モネ

ラは 約50%検 出 され、そ の うち約70%が07群 の

S.Infantisで あ っ た 。輸 入 冷 凍 も も 肉 で は

C.Jejuni/coli、 サ ルモネラは検 出されなかった(表1)。

月別のC.Jejuni検 出状況は、4月 から7月 までにか

けて検 出率が高 く、冬場 には若干低下 した。これ は本

菌が乾燥 に弱 いため、湿度 の低 くなる冬 場で は検 出

率が低 下 した もの と推察 され た。また、年 間を通 じた

鶏肉か らの検 出率 の動 向は、患 者糞便 のカ ンピ ロバ

クター検 出報告数と類似 した傾 向であった。(図1)

C.jejuniの 分 離株血清型試 験結果、GBSと 関 連性

が疑われ ているPenner19型 が 、むね 肉・肝 ・砂肝 各々

1検 体か ら1株 ず つ検出 され、全体では検 出率2%で

あった。

C.jejuni陽 性 と細菌数や、C.jejuni陽 性 とサル モ

ネ ラ、大腸菌 との相互汚染 には、相関は見 られな か

った(図2、 図3)。 この ことか らC.jejuniの 汚 染 は、

鶏肉の品質や保存温度等な ど流通段階で の管 理状態

は関連性 がな いことが示唆 され た。

イ 薬剤耐 性試験

薬剤耐性検 査の結果、キ ノロ ン系に耐性 を示 した

株 はすべ て、NA、NFLX、OFLX、CPFXに 耐 性 を獲得 し

た多剤耐性株 であった。C.jejuni薬 剤 耐性試験 の結

果、正肉では114検 体 か らC.jejuniが105株 分 離 さ

れ、その うちキノロン系薬剤耐性株が24%(キ ノ ロ

ン系 にのみ耐性11%、 キ ノロン系 とTCと もに耐 性

13%)、TC耐 性株 が45%(TCの み に耐性32%)で あ り、

EM耐 性 株 はみ られなかった。内臓 では96検 体 よ り
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C.jejuniが130株 分離 され 、その うちキ ノロン系薬

剤耐性株が38%、TC耐 性 株 が44%で あ った。全体 で

はキ ノロン系薬剤耐性株 が32%、TC耐 性株 が45%で

あ った(表2)。 この傾向は、患者 糞便 由来のC.jejuni

薬 剤 耐性調査の結果 と類似 した結果で あった(図4)。

血 清型Penner19型 株 は3株 す べてがキ ノロン系 及び

TCに 耐性 のある株であった。

C.coli薬 剤 耐性試験 の結 果、210検 体 か ら29株 分

離 され、キ ノロン系薬剤耐性 株が42%、TC耐 性 株 が

66%、EM耐 性株 が4%で あ った。また、肝 にはキ ノロン

系 ・TC・EMす べ てに耐性 を持 った株がみ られ た(表3)。

さ らに、C.coliはC.jejuniに 比 べ高い耐性 率 を示

した。これは豚、牛及び鶏 の糞便の検査結果か ら得 ら

れ るC.jejuni/coliの 耐 性 率の傾向 と一致 して いた。

キ ノロン系薬剤耐株 には、他の耐性の獲得 との相関

は認め られず(図5)、 部 位にお いても正肉と内臓で は

有意差が認め られなかった こと(図6)か ら、薬剤 相互

の獲得の関連や汚染部位の局在 はないと考え られ た。

ウ 処理 場別 汚染 率及び薬剤 耐性菌検出状況(再 掲)

処 理施設別 にC.Jejuniの 検 出率にばらつきが見 ら

れ た。しか し、一定以上の検体数 を検査 した施設 に絞

れ ば6割 から9割 に高止ま りする ことか ら、調査 結果

のば らつきは検体収集の差 による考 えられた。(図7)

検 出 されたC.Jejuniに つ いて 、薬剤耐性菌 の出現と

施 設問 とには相関はみ られ なかった。(図8)こ れ らの

ことか ら、C.Jejuni汚 染 率や 薬剤耐性菌の出現が特

異的に高い施設 はないと考 え られたため、汚染原 因を

究 明す るための遡 り調査 は行 わないこととした。

エ カ ンピロバクター制御試 験(凍 結保存試 験)

カ ンピロバクター汚染 の低減 を目的 にモデル実験

を行 った。そ の結果、接 種株、部位 にかかわ らず保存

1日 後 に若干菌数の低下 がみ られただけで、そ のあ

と14日 後 まで菌数 に変化 はみ られなかった(図9)。

(4)ま と め(行 政対応の必要性)

ア 食鳥処理 場の施設改善

これ まで各研究機関が行 った調査 において、(1)養

鶏 場 に導入 直後 、ヒナは陰性 か ら、週齢 を重ね るご

とに陽性率 が高くなる。(2)汚 染 種鶏か らの垂直感染

については否定的な結果 が得 られている。(3)同 一 の

鶏 肉で あっても、生体時 に採 れ る菌株 と、 と殺 ・解

体後に採れる菌株は一致がみ られない。などの報告

がなされている。本調査において も、処理場別の

C.jejuni検 出率や薬剤耐性菌の出現率、他の菌との

相互汚染とに相関は見 られなかった。 これ らのこと

か ら、鶏肉のC.jejuni汚 染の主な原因は、食鳥処理

場 における相互汚染であり、低減するためにはと

殺 ・解体工程の改善が必要であると考えられた。

今回対象とした鶏肉の標準的なと殺・解体工程は、

全国的な食鳥処理場の大規模化とともに増加してい

る。鶏肉の汚染率の高さばか りでなく、薬剤耐性菌の

増加や重篤な食中毒との関連が疑われる菌株の汚染

も見られるなど、菌そのもののリスクが高まっている。

都内には、大部分の鶏肉が全国の大規模食鳥処理場

から流通してくるため、今後、国や大規模食鳥処理場に

対 して、施設等の改善を強く要望していく必要がある。

イ 汚染 レベルの低減方法の検討

今回の凍結試験では、摂取菌量を105cfu/gと した

ところ、1日 後に汚染 レベルは104cfu/gに 低減し

た。一方、実際の市販鶏肉の汚染は、<102/gレ

ベルと推測される。この低レベルで菌数を添加 した

凍結試験は、これまでほとんど実施したことがない

ため、再度、〈102/gの 摂取菌量において凍結試

験を行い、低減効果を検証する必要があると思われ

る。さらに、次亜塩素酸水を利用した鶏肉の殺菌な

ど、従来からの加熱処理と二次汚染防止対策に加え、

調理場で採用しうる方法を検討し、カンピロバクタ

ー食中毒の防止を図る必要がある。

ウ 薬剤耐性菌に対する総合的なリスク分析の確立

臨床では、人の糞便の菌株に薬剤耐性菌が増加し

ている原因として、食肉由来が疑われている。

現在、農水省では健康家畜糞便由来菌を対象に、

厚労省では食中毒患者糞便由来菌を対象に、薬剤耐

性試験を行っている。今後は、食用の鶏肉の汚染菌

も対象に加えた薬剤耐性試験を行い、総合的な リス

ク分析をする必要があると考える。

エ 都民、事業者、医療関係者等への情報提供

鶏肉のC.jejuni食 中毒の発生や症状の重篤化を

防ぐためには、飲食店やスーパーなどの事業者、医

療機関にこれまで以上に詳細な情報を提供すること

が必要である。
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表1 部位別細菌検査結果

図1 C. jeiuniの 鶏 肉か らの月別検 出率 と患者 由来検 出報告数

分散分析 表 **:1%有 意*
:5%有 意

図2 C. jejuni(+)と 細 菌数 との関係

図3 相 互汚染(cj、 大 腸 菌群、細菌数)

表2 C.jejuni分 離 株 の薬剤耐性パ ター ン
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表3C.coli分 離 株の薬剤耐性パ ター ン

図4患 者糞便由来菌 と鶏肉由来菌の薬剤耐性比率

図5薬 剤耐性の相互関係

図6薬 剤耐性の部位別相互関係

図7処 理場別C.jejuniお よ びキ ノロン剤耐性菌

図8処 理場別C.J検 出率とキノロン剤耐性率
図9C.jejuni制 御 試験(凍 結保存試験)
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4既 存添加物等における有害物質の含有実態調査(継続)

(1)は じめに

当班では、平成12年 度から既存添加物と併用される

健康食品素材等について、有機溶媒や農薬、重金属の

有害物質の含有実態調査を行ってきた。

昨年度までの調査の結果、有害物質が検 出され、引

き続き調査すべき健康食品素材としては次のものが挙

げられた。

ア カ ドミウム(Cd)が4.3μg/g検 出された「ヒメマツ

タケ抽出物」

イ 総臭素(Br)が567μg/g検 出された 「ラカンカ(羅

漢果)抽 出物」

ウ メタノールが740μg/g検 出された「キダチアロエ

抽出物」

エ 酢酸エチルが220μg/g検 出された「プロポ リス抽

出物(エ タノール調製品)」

オ 総臭素(Br)が18,512μg/g検 出された「レイシ(マ

ンネンタケ)抽出物(試 作 レベル品)」

そこで、平成14年 度は、上記5種 の素材(同 じもの

でなく、別製品)を使用 した市場流通健康食品の有害物

質検出量等の確認調査を実施し、検出した要因の分析

と安全性の評価を行った。

また、海産物を原料とした健康食品素材の実態と昨

年度まで行ってきた調査の補足のため、新たな素材の

安全性評価を実施した。

(2)調 査方法

ア 調査期間

平成14年4月 から平成15年3月 まで

イ 実施方法

(ア)添加物製造業者及び健康食品販売店から19検

体買上げを行い、文献及び今まで実施 してきた検

査結果等から有害物質検出の要因の分析と安全性

評価を実施した。

(イ)健康食品素材製造者、添加物製造業者及び健康

食品素材卸売業者から海産物を原料 とした健康食

品素材等43検 体を買上げ及び任意提出により採

取 し、有害物質の検出要因を検討し、自主基準、

文献や今までに実施 してきた検査結果等を参考に

して、安全性の評価を実施 した。

ウ 検査機関

衛生研究所 生活科学部 食品添加物研究科 添

加物研究室

エ 調査検体

平成14年 度調査検体は表1の とお り

オ 検査項 目及び検査方法

平成14年 度実施した検査項 目及び検査方法は表2

のとお り

(3)結 果及び考察

ア 追加調査検体の結果及び考察と安全性評価

(ア)Cdが 検出された 「ヒメマツタケ抽出物」について

(表3-1)

「ヒメマツタケ抽出物」を使用 した「姫マツタケエ

キス顆粒食品」1検 体の検査を行ったが、Cdは 検出

限界以下であった。

現在、市場において 「ヒメマツタケ抽出物」を用

いた健康食品の流通がほとんどないため、今回の結

果をもって安全性の評価を行 うことができない。今

後も素材、使用食品のモニタリング検査によ りデー

タ収集が必要である。

(イ)Brが 検出された 「ラカンカ(羅漢果)抽 出物」につ

いて(表3-2)

「羅漢果濃縮エキス」など6検 体(中 国産)に つ

いてBrの 検査を実施した。3検体から2～4μg/gを

検出したが、いずれも天然由来(10μg/g程 度)と考

えられるので、特に問題はなかった。

しかし、昨年度の調査で、「ラカンカ抽出物」から

567μg/gのBrを 検出していることから、今後もBr

の動向の確認の検査を行うべきと考えられた。

(ウ)メタノールが検出された 「キダチアロエ抽出物」

について(表3-3)

キダチアロエ乾燥粉末若しくはそれを使用 した健

康食品3検 体(いずれも粒状)を検査したところ、23

～650μg/gと 、本年度も高い値のメタノールが検出

された。650μg/gの メタノールが検出された 「キダ

チアロエ食品」は、キダチアロエ全葉を真空凍結乾

燥粉末そのまま用いたものである。この検出量は一

般に酒類による摂取量(1,000μg/g)に 比較して問題
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はないと考 え られた。

昨年度実施 した製品の工程調査では、メタノール

は使用 して いな いことが確 認 されて いることか ら、

天然由来、分解成分な どの理 由が考え られたが 、断

定 には至 らなか った。

「キ ダチ アロエ」製品等 か ら高率でメタノー ルが

検 出され ることの事実か ら、今後 、さらに検 出され

る原 因を追究す るとともに、(財)日 本健康 ・栄 養食

品協会 に対 し自主規格等 でメタノール量の設定を行 うよ

う働 きか けたい。

(エ)酢 酸 エチ ルが検 出された 「プ ロポ リス抽出物(エ タ

ノール調製 品)」 について(表3-3)

「プ ロポ リス抽 出物」 を使用 した3検 体 の市販製

品を検査 した結果、 「プロポ リス(エ タノール 調製

品)」か ら酢酸 エチル1,980μg/g、 アセ トン140μg/g

及 び メタノール52μg/gを 検 出 した。製造者 を所轄

する自治体 へ溶剤 の使用の有 無を調査依頼 したが、

国内で は使用 していない との 回答 があった。原 料の

プロポ リス が外 国製 とい うことで調査の限界があ り、

原因追求 に至 らなか った。平成12・13年 度 調査 した

「プロポ リス抽 出物」か ら92～220μg/gの 酢酸 エチ

ルが検 出されているが、本年度検 出された1,980μ

g/gは 量 的 にも多 く、「プロポ リス」特有のにお い消

しのために着香 の 目的で使用 された可能性 もあ る

(実際、 当該品 は臭わなか った)の で、引き続き調査

を続 ける必 要がある(「香料」としての表示が必要)。

なお、チ ューインガムに1,000～1,500ppm程 度 使用

されることや 当該品の摂 取方 法か ら、直ちに危 害が

発生す る問題 はないと考 え られ た。

同じ製品 か ら140μg/gの ア セ トンが検出 され て

お り、溶剤 のエタノール 由来 も考 えられるが、既存

添加物 の残存基準30ppmと 比 べ ると量的に多 いので、

酢酸エチルと同様、調査 を続 け る必要 があると思 われた。

(オ)Brが 検 出された 「レイ シ(マ ンネ ンタケ)抽 出物」

(表3-2)

レイ シ(霊 芝)加 工食品等6検 体 につ いてBrの 検

査 を行 った ところ、3検体か ら2～8μg/g検 出 した。

これ らの値 は天然由来 と考 え られた。

昨年度、高濃度にBrを 検 出 した 「レイシ抽 出物」

の原料であ るマ ンネ ンタケは保管 中に臭化 メチ ル く

ん蒸 を施 されて いたが 、素材(マ ンネ ンタ ケ)供 給

業 者 に保管方法 の改善 を指導 した ところ、昨年 の夏

以 降、臭化メチル くん蒸 を しな いで15℃ 以 下の低温

倉 庫への保管す る方法 に切 り替 えた。今回 の検査結

果 では天然由来 と思われ る量で あったので 、業者 に

対 する保管方法の指導 の成果が あった と推測 される。

イ 新規健康食品素材 の結果及 び考察 と安全性評価

(ア)有 害物質検査結果

検 査結果 は表4の とお りである。

(1)重 金属検 出状況

Crが 「キチ ン」、「キ トサ ン」、「サ メ軟骨抽出

物」、「ウコン色素」及び 「ガル シニ ア ・エキス」

計9検 体か ら3～72μg/gの 範 囲で検 出 された。

また、「サメ軟骨抽 出物」か らHgが0.06μg/g、

「クロレラ粉末」2検 体か ら0.7μg/gのAsが

そ れぞれ検 出され た。そ の他 の検 体か らは検出

されなかった。

(2)残 留 有機溶媒検 出状況

エタ ノール は14品 目か ら13～12,800μg/g

検 出 された。 メタノール が 「梅 肉エキ ス」、「ク

ロ レラ粉末」、 「ガル シニ ア ・エキス」及び 「イ

チ ョウ葉エキス」 の計4検 体 か ら31～88μg/g

の範 囲で検 出され た。アセ トンは 「イチ ョウ葉

エキス」か ら9μg/g検 出 された 。

(5)残 留 農薬検 出状況

18種 の農薬で検出 されたのは総臭 素(Br)の

み であった。「キチ ン」、「キ トサ ン」、「オ リゴーN-

アセチルグル コサ ミン」、「グルコサ ミン」、「未

焼成カルシウム」、「ラク トフェ リン濃 縮物」、「ニ

ンニ ク抽 出物」、 「デ ィナ リエ ラカ ロテ ン」、「サ

メ軟骨抽 出物」、「クロ レラ粉 末」、「ガル シニア ・

エキス」、 「ノコギ リヤ シエキ ス」及び 「イチ ョ

ウ葉エキス」の計22検 体 か ら2～718μg/gの 範

囲で検 出された。

(イ)安 全性の評価

(1)重 金 属を検出 した製 品の安全性評価

本年度の検査結果で 、食 品衛 生法 にお ける食品

中の重金属 の規制若 し くは暫定規制値 を超えた も

のはなかった。

「キチン」、「キ トサ ン」か ら検出 され たCr及 び
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「サ メ軟骨抽 出物 」か ら検 出されたCr、Hgは 、海

水 由来 が考え られ た(海 水18リ ッ トル 当た りの

Cr含 有量が0.470mg)。

「ク ロレラ粉 末」か ら検出されたAsは 、天然 に含

まれて いたものが濃縮 されたと考え られ た。なお 、

(財)日 本健康 ・栄養 食品協会で定め られ た クロレ

ラの 「安 全 ・衛生基 準」は超えて いなか った(Asと

して2ppm以 下)。

「ウコン色素」か ら検出 されたCrは 、土壌 中に

天然 に含 まれるものが 吸収 された ことによるもの

と考 え られ、量的 に問題 はないと思 われた。

Crを72μg/g検 出 した 「ガルシニア ・エ キス」

につ いて、第6次 改定栄養所要量 に収 載 されて い

る許容上 限摂取量250μg/日 を超えて はいなかっ

たが 、成人30～49歳 男 子の一 日当た りの摂取量で

ある35μgの 約倍量含 まれていた。

昨年3月 、厚生労働 省か ら 「ガル シニ ア抽 出物

を継続的 に摂取す る健康食 品に関す る情 報提供」

によ り摂取 目安量の上 限と考え られ る値(成 分で

ある 「ヒ ドロキ シクエ ン酸(HCA)」 に換 算 して、一

日一 人当た り1.5g)を 超 えないように と関係団体

に通知 している。今 回 の 「ガル シニ ア ・エキス」

製造 メー カー の自主規 格では、HCAの 含 有 率が

60%以 上 であるので 、仮 に含有率が100%と して

「ガル シニ ア ・エキス」の摂取 目安量1 .5gを 摂 取

した場合 のCr摂 取 量 は108μgで あ り、許容 上限

摂 取量は超えない ことか ら、安全性には 問題 はな

いと思 われた。

しか し、最近 ダイエ ッ ト食品の市場 で は、 「Cr」

と 「ガルシニア ・エ キス」(ガ ル シニア抽 出物)を

組合せ た製 品が多 く見 受け られ るので 、今後 も「ガ

ル シニ ア ・エキス」 を用 いたダイエ ッ ト食品な ど

の健康食品 のCr含 有量 やHCA量 の確 認 の必 要があ

る と思 われ る。

(2)残 留 有機溶媒 を検 出 した製品の安全 性評価

エ タ ノールの検 出は、製造方法 によ り原体素材

か らの抽 出、希釈等 に用 いられた ものの残存 と考

え られた。

また、検 出された メタ ノール及びアセ トンは、

使用 されたエタ ノール の専売アルコール規格 によ

り、メタノール及びアセ トンの残存がそれぞれ

70ppm、20ppm以 下の規格定められているので、濃

縮を考慮して範囲内と思われた。

(3)残 留農薬を検出した製品の安全性評価

本年度検査した43検 体のうち、Brが22検 体か

ら検出された。特に、Brが 高率に検出された 「キ

チン」、「キ トサン」は、718μg/g検 出された 「キ

チンB」 を除いて、素材由来(水 産物等)と 考えら

れた。

「キチンB」 の718μg/g、 「サメ軟骨抽出物B」

の130μg/gに ついては、検出量が多く、素材由来

以外の要因があると示唆された。

「キチンB」 は、製造者の製造方法によると、

カニ殻、エビ殻を起源に塩酸 ・アルカリ処理を施

し乾燥させて製品としたもので、濃縮を受けたと

してもBrの 検出量が多い。原因としては、Brを

含む食塩の混入や製品保管 中のくん蒸による残留

などが考えられる(平成13年 度先行調査結果によ

る)。検出量を農薬の残留基準(米50ppm、 そば

150ppm)に 比較して多いが、「キチン」はこのまま

で健康食品等に使用するのはほとんどなく、さら

に脱アセチル化処理を行い 「キ トサ ン」の状態に

したものを使用するので、ただちに危害が発生す

るとは思われない。今後の課題としては、「キ トサ

ン」へ処理する段階でのBrの 消長(「キ トサン」か

らの検出率は高いが数μg/gの オーダー)や 、「キ

トサン」を使用した健康食品等のBr検 査を行うな

どで確認する必要があると考えられた。

「サメ軟骨抽出物B」 については、塩化物の分

析結果では塩化ナ トリウムとして1%以 下なので、

食塩による影響はないと思われた。

その他の要因によるものと推測されるので、今

後も原因追及調査を行 う必要があると考えられた。

(4)ま とめ

平成12年 度から既存添加物と併用される健康食品

素材等について、有機溶媒や農薬、重金属などの有害

物質の含有実態調査を行 ってきた。

本年度までに、問題があった 「カンゾウ抽出物」の

メタノール抽出によるメタノールの残存や「レイシ(マ

ンネンタケ)抽 出物」の保管中のくん蒸によるBrの 残

301



第4章 食品機動監視班(食 品指導センター)に よる監視事業

存については、業界や製造者等 に対して指導 した結果、

抽出溶媒をメタノールからエタノールへ変更、保管方

法の改善により未くん蒸での原料素材の使用などが行

われた。さらに、有害物質(有 機溶媒、農薬)の 素材

への残留の排除に努め、市販流通食品の確認検査を行

うことにより、一定の効果があったと思われるので、

本調査については本年度をもって終了としたい。

しかし、平成14年 度検査 した健康食品素材のうち、

(1)「キチン」からBrを718μg/g検 出、(2)「ガルシニ

ア ・エキス」からCrを72μg/g検 出など、新たに問題

が見 られたものがあった。また、追加調査を行った 「キ

ダチアロエ抽出物」を使用した 「キダチアロエ食品」

からメタノールの検出、「プロポリス」か ら酢酸エチル、

アセ トンを検出については、原因追求、改善等が行わ

れていないことから、これらの問題点については引き

続き確認検査を行 う必要がある。併せて、現在までの

調査結果の情報を健康局食品医薬品案全部安全対策課

に提供することにより、同部で実施 している健康食品

の調査を充実させ、有害物質等残留による危害の発生

の未然防止に役立てたい。

表1平 成14年 度 調査検体 (平成14年 度)

表2検 査項目及び検査方法 (平成14年 度)

※そ の他:成 分分析、乾燥 減量 、強熱残物、塩化物 、脱アセチル化度
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表3-1追 加調査検体検査結果(重 金属) 表3-2追 加調査検体検査結果(農 薬)(平 成14年 度)

表3-3追 加調査検体検査結果(残 留有機溶媒)

表4追 加調査検体検査結果 (平成14年 度)

※太枠内が設定検査項目結果 空白は検出限界以下 「―」は検査設定せず
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5食 品への放射線照射の探知調査

(1)は じめに

食品への放射線照射は日本では、ばれいしょの発芽

防止の目的のみで認められている。国際的には、殺菌

等の 目的で食肉、香辛料、冷凍魚介類、乾燥野菜、果

実等の食品を対象に約30か 国で実用照射が行われて

いる。

現在、食品衛生法では放射線照射の検知に関する検

査法は定められていないため、検疫所のチェックは書

面により行われており、照射の記載がない場合はフリ

ーパスになってしまう。

放射線照射の検知技術は世界中で研究開発されてお

り、EUで は食品の特性に応 じたいくつかの方法をヨ

ーロッパ標準法として発表している。日本では、都立

産業技術研究所がその技術を確立し、一般か らの検査

依頼にも応 じている。

このような状況を踏まえ、当センターでは実用照射

の可能性が高い、食肉 ・香辛料について都立産業技術

研究所に検査 を依頼し、食品への放射線照射の有無に

ついて探知調査を開始した。

(2)調 査方法

ア 調査期間

平成14年4月 から平成15年3月 まで

イ 検体の収集方法

輸入食肉及び香辛料を扱っている業界団体に検査

の趣旨を説明し協力を依頼 した後、協会員の中の輸

入者か ら買上げ又は収去を実施した。一部協会非加

盟の輸入者からも買上げを実施した。あわせて放射

線照射についてのアンケー トを実施した。

食肉:日 本食肉輸出入協会

香辛料 ・ハーブ:全 日本スパイス協会

ウ アンケー ト内容

(1)業態、(2)輸入(使 用)し ている食品の種類、量

(3)原産国における照射状況の把握、(4)原産国での照

射の情報、(5)輸入(使用)した食品について照射の有

無の確認、(6)確認の方法、(7)放射線照射についての

考え方(自 由意見)

エ 検査品目

検体名、検体数、原産国を表1に 示した。食肉は

表1検 査品目

25検 体、香辛料 ・ハーブは16検 体、合計41検 体実

施した。

オ 検査機関

都立産業技術研究所 生産技術部精密分析技術グ

ループ

都立衛生研究所 生活科学部食肉魚介細菌研究室

カ 検査項目

(ア)放射線照射の有無

(イ)細菌検査

食肉:細 菌数、大腸菌群、黄色ブ ドウ球菌、サ

ルモネラ、ウエルシュ菌、エルシニア ・エ

ンテロコリチカ、リステリア ・モノサイ ト

ゲネス、カンピロバクター、病原大腸菌、
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バンコマイシン耐性腸球菌

香辛料:細 菌数、大腸菌群、黄色ブ ドウ球菌、

サルモネラ、好気性芽胞菌、クロス トリジ

ウム属菌、セ レウス菌

キ 検査方法

放射線照射の検知法と対象食品を表2に 示 した。

細菌検査は衛生研究所標準作業書に従い実施 した。

表2検 知法と対象食品

(3)調 査結果

ア 放射線照射の有無

41検 体中38検 体は放射線照射が確認されなかっ

た。4検 体は検査不能であった。

イ 細菌検査

細菌検査結果を表3及 び表4に 示した。

ウ アンケー ト結果

アンケー トは、食肉関係の営業者については28

社、香辛料関係営業者については30社 に対 して実施

した。食肉関係営業者は18社(回 答率64%)か ら、香

辛料関係営業者は16社(回 答率53%)か ら回答が得ら

れた。

業態については、日本食肉輸出入協会の会員は協

会の性質上すべて輸入者であった。全 日本スパイス

協会は種々の業態が集合したもので、輸入者2業 者、

製造者10業 者、販売者3業 者、加工者1業 者であった。

原産国の放射線照射状況及び照射有無の確認につ

いてのアンケー ト結果を図1か ら図4に 示した。原

産 国における放射線照射状況については、食肉が

78%、香辛料が74%の 業者が把握していなかった。ま

た、扱っている食品への照射の有無の確認について

は一部確認も含めると、食肉が17%、 香辛料では38%

の業者が確認 していた。食品への照射の有無の確認

方法としては、輸出業者か らの文書、生産者の証明

書、特定の輸出業者から輸入 しさらに駐在員による

確認等が回答として上げられていた。

食品への放射線照射に対する考え方については、

照射に否定的な立場は、食肉で2業 者、香辛料で1

業者であった。照射に肯定的な立場は、食肉で1業

者、香辛料で8業 者であった。

図1原 産国における放射線照射の

状況把握(食 肉) 図2照 射の有無の確認(食肉)

図3原 産国における放射線照射の

状況把握(香辛料)

図4照 射の有無の確認(香辛料)
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表3細 菌検査結果(食肉)

表4細 菌検査結果(香辛料)
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(4)考 察

ア 放射線照射

今回入手 した検体の原産国と照射状況(1)を表5に

示した。

食品への放射線照射には、各国とも許可が必要で

ある。しかし、許可されていても、実用照射されて

いない食品も多数存在する。食肉については、今回

買上げ対象とした10か 国のうち実用照射 している

国は3か 国であった。香辛料については、7か 国中4

か国で実用照射がされている。

また、多くの国で食肉及び香辛料に対 しては、照

射の許可がされており、その他の食品については、

実用照射がされている。照射施設の有無あるいは許

可対象品目等について輸出国の情報を把握すること

は重要ではあるが、実用照射の情報がない国や対象

食品に許可がされていない国か らの輸入であっても、

過去に他国の照射施設を経由させた輸出例や、許可

対象品以外への照射違反事例等があることから、注

視する必要があると考える。

また、アンケー ト結果か ら分かるように、輸入者

等の約8割 が対輸出国について照射の状況を把握 し

ておらず、また6～7割 の業者が輸入品についての照

射有無の確認をしていない状況にある。

さらに、田邉(2)は検査法を検討する目的で、スー

パーマーケット等で購入した黒胡椒15検 体 をTL法

で検査したところ、照射された可能性が大きいと思

われるものが2検 体あったと報告している。

このことから意図せず放射線照射食品が輸入され

てしまうおそれは十分考えられ、今後も食品への放

射線照射の探知調査を継続する必要がある。

イ 細菌検査

平成4年 度から平成14年 度までに食品指導センタ

ーで実施した香辛料の収去検査結果を図5及 び図6

に示した。図5は 、食肉製品製造業で収去した香辛

料の芽胞数(製 造基準)の検査結果である。図6は 、

食肉製品製造業以外のソース類製造業や調味料等製

造業等の製造業及び香辛料問屋等の販売店で収去 し

た香辛料の芽胞数の検査結果である。

食肉製品の製造基準では、製造に使用される香辛

料の芽胞数は1g当 り1,000以 下と定められている。

表5各 国の照射状況

図5芽 胞 菌(製 造基準)検 出状況 平成4年 度か ら平成14年 度 まで
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図6芽 胞菌検出状況平成4年 度から平成14年 度まで

図5で 、芽胞数が1,000を 超える検体は279検 体中

7検 体(2.5%)で あった。一方食肉製品製造業以外の

施設で収去した検体については、図6の とおり芽胞

数が1,000を 超える検体は144検 体中48検 体(33%)

であった。食肉製品に用いられる香辛料は、製造基

準である芽胞数1,000以 下をクリアすることが求め

られているため、放射線照射により菌数を低減させ

るおそれがある。

ウ 検査上の問題点

今回食肉、香辛料を合計41検 体産業技術研究所へ

搬入 した。そのうち馬肉1検 体、鹿肉2検 体、白胡

椒粉末1検 体の合計4検 体が検査不能という結果に

なった。馬肉、鹿肉は検査に必要な脂肪量が得 られ

なかったこと、胡椒粉末は検査 に必要な鉱物質が分

離できなかったことが理由である。

炭化水素法は、照射 したときの脂肪の変化を測定

するため脂肪の入手が必須である。肉の部位によっ

ては脂肪が少ないこともあるので買上げ等の際に確

認が重要である。また炭化水素法では各肉種の脂肪

酸組成を把握しておく必要がある。鴨肉、猪肉、鹿

肉等 日本食品脂溶成分表に脂肪酸組成の記載がない

検体については検査数を増加させることにより、デ

ータとして蓄積され今後の検査に役立つものと思わ

れる。

TL法 による香辛料の検査については、不純物と

して混入している鉱物が必須である。不純物の混入

の割合は加工の度合いによ り異なり、例えば白胡椒

は黒胡椒の皮を取 り除いたものであるため黒胡椒よ

りも不純物が少ない。また、粉末にすることにより

取り出せる鉱物質は更に少なくなる。一般的に粉末

白胡椒等の鉱物質の少ない検体については、検査不

能となる場合が多くなるため、検査法と食品の特性

を十分考慮して検体を入手する必要がある。さらに

可能ならばTL法 以外の検査法も検討する必要があ

ると思われる。

ヨーロッパ標準法では、検査法とその検査法を適

用できる食品が特定されている。例えば、炭化水素

法では食肉について鶏肉、豚肉、牛肉が評価の対象

となってお り、その他の鴨肉、猪肉等については評

価がなされていない(3)。これは検査不能という意味

ではなく、原理的には検査可能である。これ らの肉

種も多くのデータを集積することにより検査法の検

証の一助 となるものと考える。

(5)ま とめ及び今後の方針

今回の調査では、食肉25検 体、香辛料16検 体につ

いて検査を行ったが、放射線照射された検体を確認す

ることはできなかった。今回の収去、買上げ品につい

ては、あらかじめ輸入者に検査の趣旨を説明 し、納得

を得た後、入手した検体である。そのため、品物が輸

入者によって意図的に選定されている可能性も否定で

きない。来年度の調査については、今回の調査結果を

踏まえ、対象としなかった流通品や、製造業における

買上げ、収去等を検討し、さらに調査を継続していき

たい。
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